
令和 6年 1月 12 日 

 

「令和 6年能登半島地震」による被害調査結果 

 

 調査概要                    

  調査期間：令和 6年 1月 4日（木）～5日（金） 

  調査対象：当所会員企業のうちメールアドレス登録のある 2,096 事業所 

       （特別会員を除く） 

  有効回答数：194 事業所 

        

（１）直接被害状況 5 件【複数回答可】 

 

※「特に被害なし」と回答した件数：192 件 

 

（２）直接被害額 

   約 40 万円（2 件） 
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（３）その他被害項目 15 件【複数回答可】 

 

※「特に被害なし」と回答した件数：186 件 

 

（４）被害状況（自由記入欄） 

NO コメント 

1 
直接的な影響は地域的に関係ありません。波及する影響（羽田空港事故）につい

て、北海道帰省者が初出社となる 9日までに千葉に戻れるかが懸念事項です。 

2 
旅行等の中止、延期等による直接減収と対応に伴う人件費等、全社では数千万円

想定  

3 皇居一般参賀の中止による商品の販売中止(売価約 180 万円分の商品) 

4 
1 月 5 日が仕事始めの為まだ把握できていないところはありますが、現在のとこ

ろ千葉県内の店舗では被害の報告はありません。 

5 現時点で分かっている範囲のため、後日影響がわかってくる可能性もあります。 

6 グループ企業が被災地にある為、非常に憂慮しています。 

7 事業的に多少の損害はありましたが、大きな被害には至りませんでした。 
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